
 

 

 

 

 

 

 

令和４年第１回定例会４月議会提出議員提出議案 
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議員提出議案第５号  弁明書提出のこと 

〃     第６号  地方税法上の守秘義務の調査に関する決議のこと 

 

 



議員提出議案第５号    
弁明書提出のこと  

令和４年２月２８日に市長が兵庫県知事に対し行った、令和４年２月２１日の議員提

出議案第４号明石市工場立地法地域準則条例制定のことの再議の議決に対する審査申立

について、弁明書を別紙のとおり提出する。  
令和４年４月６日提出    明石市議会議長     榎 本  和 夫 様  

明石市議会議員 三 好   宏                        同    梅 田  宏 希                       同    出 雲  晶 三                       同    大 西  洋 紀 
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弁 明 書                               明 議 第   号 
令和４年４月 日   兵庫県自治紛争処理委員 

代表自治紛争処理委員 角松 生史 様                        明石市議会                        議長  榎 本  和 夫   審査申立人が令和４年２月２８日付で申し立てた明石市議会の議決に係る審査申立に
ついて、次のとおり弁明します。  
１ 弁明の趣旨   「本件審査申立を棄却する。」との裁定を求める。  
２ 本件議決に至るまでの経緯 
（１） 令和２年１１月３０日、明石商工会議所から提出された「工場立地法による緑地

面積率等の緩和に関する請願書」を受理。 
（２） 令和２年１２月８日、「請願受理第６号 工場立地法による緑地面積率等の緩和

に関する請願」を令和２年第２回定例会１２月議会に上程、総務常任委員会に付託。 
（３） 令和２年１２月１０日、「請願受理第６号 工場立地法による緑地面積率等の緩

和に関する請願」を総務常任委員会にて審査、採択。 
（４） 令和２年１２月２２日、「請願受理第６号 工場立地法による緑地面積率等の緩

和に関する請願」を令和２年第２回定例会１２月議会にて採択。 
（５） 令和３年１１月２９日、議員４名から議員提出議案として提出された「明石市工

場立地法地域準則条例制定のこと」を受理。 
（６） 令和３年１２月８日、「議員提出議案第４号 明石市工場立地法地域準則条例制

定のこと」を令和３年第２回定例会１２月議会に上程、提案理由説明、質疑の後、
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総務常任委員会に付託。 

（７） 令和３年１２月１４日、「議員提出議案第４号 明石市工場立地法地域準則条例

制定のこと」を総務常任委員会にて審査、原案どおり承認。 

（８） 令和３年１２月２１日、「議員提出議案第４号 明石市工場立地法地域準則条例

制定のこと」を令和３年第２回定例会１２月議会にて可決。同日、同条例を市長へ

送付及び公布依頼。 

（９） 「明石市工場立地法地域準則条例」を市長が公布しないまま、令和４年１月７日、

地方自治法第１７６条第４項に基づく再議書を受理。同日、市長が、令和４年２月

２１日に令和４年第１回定例会を招集するとともに、令和３年１２月２１日に議決

された「議員提出議案第４号 明石市工場立地法地域準則条例制定のこと」を再議

に付することを告示。 

（10） 令和４年１月２０日、総務常任委員会にて、令和４年１月７日に市長に提出され

た「明石市工場緑地のあり方検討会の答申」及びこれを受けて作成された「明石市

工場立地法の特例措置及び周辺地域における生活環境等の向上に資する取組の推

進に関する条例（素案）」について説明聴取、質疑。 

（11） 令和４年２月３日、総務常任委員会にて、明石市工場緑地のあり方検討会の会長

を参考人招致し、答申の取りまとめに至る経緯について質疑。 

（12） 令和４年２月２１日、「議員提出議案第４号 明石市工場立地法地域準則条例制

定のことの再議」を令和４年第１回定例会３月議会に上程、提案理由説明、質疑の

後、総務常任委員会に付託。同日、総務常任委員会にて審査、令和３年１２月２１

日の議決のとおり決定。同日、再開された令和４年第１回定例会３月議会にて、「議

員提出議案第４号 明石市工場立地法地域準則条例制定のことの再議」を令和３年

１２月２１日の議決のとおり決定。同日、同条例を市長へ送付及び公布依頼。 

 

３ 審査申立の理由書についての認否 

（１） 理由書の１について 

    「適切かつ十分な審議をすることなく、」の部分については、否認ないし争う。

議会は、閉会中も総務常任委員会を開会し、「明石市工場緑地のあり方検討会の答

申」及びこの答申を受けて作成された条例議案「議案第４２号 明石市工場立地法
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の特例措置及び周辺地域における生活環境等の向上に資する取組の推進に関する

条例制定のこと」についても考慮したうえで、令和４年２月２１日に令和４年第１

回定例会３月議会を開会し、「議員提出議案第４号 明石市工場立地法地域準則条
例制定のことの再議」を上程、提出者である市長の説明を聞き、質疑の後、総務常

任委員会に付託した。同日、総務常任委員会にて審査され、令和３年１２月２１日

の議決のとおり決定。同日、令和４年第１回定例会３月議会を再開し、総務常任委

員長が審査の経過及び結果を報告、委員長報告に対する質疑はなく、討論の後、表

決に付し、先の議決のとおり決定した。いずれも明石市議会会議規則に沿った議事

進行であり、議会運営委員会での承認も経たうえで瑕疵なく行われた審議である。 
（２） 理由書の２（１）について     「本件議決は、地方自治の本旨に反し、条例制定権の限界を超えるため、憲法第

９２条及び第９４条等の法令に違反するものである。」の部分については、否認な

いし争う。地方自治の本旨は、住民自治をその内容の一つとしているところ、住民

自治を具体的に実施する手段として、憲法第９３条は、普通地方公共団体に議事機

関として議会を設置し、議員は住民が直接選挙すると定め、間接民主主義の方法を

とっている。これを受けて、地方自治法第８９条も普通地方公共団体への議会の設

置を定めており、議会は、普通地方公共団体の住民が直接選挙する議員を構成員と

する合議制機関であり、普通地方公共団体の意思表示を決定する意思決定機関であ

る。議会は、住民の代表機関と言われるように、住民が直接選挙する複数の議員で

構成され、住民に代わってその意思を決定する機関と考えられることからも、構成

員である個々の議員が、独自の調査研究と住民意見の把握に努める役割と責任を担

って活動し、住民の意思を代表して意見を表明していると言える。 
また、明石市市民参画条例にいう「市民参画」とは、市長等が行う政策等の計画

段階から実施、評価、改善に至るそれぞれの段階において、市民が意見等を反映さ

せるため、主体的に関わっていくことをいう（第２条第４号）が、「市長等」とは

自治基本条例第２条第３号に規定する市長等をいい（同条第２号）、市長等には議

会を含まない。明石市市民参画条例は、市長等が行う市の政策等への参画のみを対

象とするもので、議会活動への参画は対象外であり、このことは、市が作成し公表

している「明石市市民参画条例逐条解説」からも明らかである。 
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（３） 理由書の２（２）について     「本件議案を提出する緊急性や合理的理由が見当たらないにもかかわらず、」の
部分については、否認する。工場立地法における工場内の緑地面積率等の緩和につ

いては、平成９年の同法改正により、市町村が条例制定すれば緩和することが可能

となっていたにもかかわらず条例が制定されない状況が続いていたことから、令和

２年１２月議会に緩和を求める請願が提出され、採択されている。この請願におい

ては、緑地面積率の対象となる多くの企業において、同法の規制が新たな事業展開

の大きな障壁となっている事実が明らかとなっている。 
その後、市では条例制定に向けた検討会が設置され、議会においては、本会議等

で市に対し再三、条例制定の見通しについて質したが、市からの明確な返答が得ら

れないまま約１年が経過する状況となったため、やむを得ず議員提案において条例

が提案されたものであり、合理的理由がある。     また、「本件議案の提出に際しては、市民参画条例に基づく意見公募手続等の市
民参画手続を適切に実施していない上、広報あかしやホームページ等による市民に

対する情報発信も十分に行われなかった。そのため、本件議案については、条例の

制定前の段階から市民が主体的に関わっていくことができず、市民の市政への参画

の機会が保障されなかったのである。いわば、市民が主人公であるべき条例の制定

において、市民が置き去りにされたのであり、『地方自治の本旨』の内容である住

民自治の原則に反する手続きがされたと言わざるを得ない。」の部分については、

否認ないし争う。上記（２）で述べたとおり、市民参画条例は、市長等が行う市の

政策等への参画のみを対象とするもので、議会活動への参画は対象外である。これ

は、市民の直接選挙により選ばれた議員が市民の代表として活動し、多様な民意を

市政に反映するという議会の特性をふまえたものである。議員から提案され、議会

内で正当な手続きを経て議論したうえで可決された条例制定を「市民置き去り」と

することは、議会の存在自体を否定するものであり、地方自治の本旨に反するもの

である。 
（４） 理由書の２（３）について     「本件議案について適切かつ十分な審議をすることなく、」の部分については、

否認ないし争う。上記（１）の理由に同じ。 
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（５） 理由書の２（４）について     否認ないし争う。議会には、住民の代表機関として、民意を広く行政に反映させ
るため、請願を受理し、これに対して採択か不採択か議会の意思を決定し、採択し

た請願を関係機関等に送付等する権限がある（地方自治法第１２４条、同第１２５

条）。議会に対する請願は、憲法第１６条の請願権の一つとして位置づけられ、請

願の処理手続きを通じて、議会は、民意を把握し、執行機関の行政上の問題点を知

ることとなる。本市議会においては、令和２年第２回定例会１２月議会において「請

願受理第６号 工場立地法による緑地面積率等の緩和に関する請願」を採択した。
その後、上記（３）のとおり１年が経過し、議員には、地方自治法第１１２条によ

り、議会の議決すべき事件について、議員定数の１２分の１以上の賛成者があれば、

議案を議会に対して提出できる議案提出権が認められていることから、やむを得ず

議員提案により条例を提案した。請願事項を市政に反映するために、本件議案を議

員が議会に提出したことは、何ら法令に違反しない。そして、普通地方公共団体は、

法令に違反しない限りにおいて地方自治法第２条第２項の事務（地域における事務

及びその他の事務で法律又はこれに基づく政令により処理することとされるもの）

に関し、条例を制定することができ（同法第１４条第１項）、同法第９６条第１項

第１号により、条例の制定は、議会の権限とされている。 
（６） 理由書の３（１）について     「本件議決は、ＳＤＧｓの理念である『環境・社会・経済』の三側面のうち経済

面のみを重視し、環境面と社会面を十分に考慮していないため、ＳＤＧｓの理念に

違反するものである。」の部分については、否認ないし争う。ＳＤＧｓは目標であ

って法規範性はなく、法的拘束力がない。 
（７） 理由書の３（２）について     「本件議案は、ＳＤＧｓが示す『環境・社会・経済』の三側面のうち企業側の経

済面のみを重視し、環境面と社会面を十分に考慮していない。このような三側面の

バランスをとった統合的なアプローチをしていない内容の条例は、ＳＤＧｓの理念

に違反するばかりでなく、環境基本法にも違反し、市のまちづくりの方向性にも逆

行する内容である」の部分については、否認ないし争う。ＳＤＧｓには、法的拘束

力は認められず、あくまでも目標である。また、ＳＤＧｓ違反や環境基本法違反を



6 

 

主張するが、その主張内容が抽象的であり、具体的な違法性の主張ではない。 
（８） 理由書の３（３）について     「本件議案について適切かつ十分な審議をすることなく、」の部分については、

否認ないし争う。上記（１）の理由に同じ。 
（９） 理由書の３（４）について     否認ないし争う。上記（７）の理由に同じ。  
４ 明石市議会の主張 
（１） 憲法第９２条の地方自治の本旨（住民自治）の要請を受け、普通地方公共団体は、
法令に違反しない限りにおいて地方自治法第２条第２項の事務（地域における事務及

びその他の事務で法律又はこれに基づく政令により処理することとされるもの）に関

し、条例を制定することができ（憲法第９４条、地方自治法第１４条第１項）、同法

第９６条第１項第１号により、条例の制定は、議会の権限とされている。 
（２） 議員には、地方自治法第１１２条により、議会の議決すべき事件について、議員

定数の１２分の１以上の賛成者があれば、議案を議会に対して提出できる議案提出

権が認められている。 
（３） 今回の議員提出議案は、請願を踏まえて時間をかけて議論し、検討して提出され

たものであり、違法性は一切ない。 
（４） 明石市市民参画条例にいう「市長等」とは自治基本条例第２条第３号に規定する

市長等をいい（第２条第２号）、市長等には議会を含まない。明石市市民参画条例

は、市長等が行う市の政策等への参画のみを対象とするもので、議会活動への参画

は対象外である。 
（５） 議会は、市長が申し立てた再議について審議を行った際には、明石市工場緑地の

あり方検討会の答申を踏まえた条例案についても考慮したうえ、議決を行っている。 
（６） 本件議案は、工場立地法第４条の２に基づき、同法で定められた範囲内で制定さ

れており、適法である。 
（７） ＳＤＧｓには、法的拘束力は認められず、あくまでも目標である。また、ＳＤＧ

ｓ違反や環境基本法違反を主張するが、その主張内容が抽象的であり、具体的な違

法性の主張ではない。 
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（８） 以上述べたとおり、議会は、請願、諸般の事情を考慮し、総合的な観点から本件
議決を行ったものであり、その手続面においても、その内容面においても何ら違法

な点はなく、議会の権限を超えるものではない。  
５ 証拠書類等の表示 
（１） 令和２年請願受理第６号 工場立地法による緑地面積率等の緩和に関する請願書 
（２） 明石市市民参画条例逐条解説 











































































































































                         
（提案理由） 
 本案は、地方自治法第１７６条第５項の規定に基づき市長が兵庫県知事に対し行った、

議会の議決に対する審査申立について、兵庫県自治紛争処理委員から地方自治法第２５

８条第１項において準用する行政不服審査法第２９条の規定により請求のあった当該審

査申立に対する弁明書を提出しようとするものである。 



議員提出議案第６号 

 

 

 

地方税法上の守秘義務の調査に関する決議のこと 

 

地方税法上の守秘義務の調査に関する決議を別紙のとおり提出する。 

 

令和４年４月７日提出 
 

  明石市議会議長 

    榎 本  和 夫 様 

 

明石市議会議員 三 好   宏  

                      同    梅 田  宏 希 

                      同    出 雲  晶 三 

                      同    大 西  洋 紀 



地方税法上の守秘義務の調査に関する決議 

 

地方自治法第１００条第１項の規定により、次のとおり地方税法上の守秘義務に関する調

査を行うものとする。 

 

記  
１ 調査事項 

(1) 泉市長が行った市税情報のツイッターへの開示に関する事項 

(2) 市税情報の不適正な取扱い及び管理に関する事項 

２ 特別委員会の設置 

本調査は、地方自治法第１０９条第１項及び明石市議会委員会条例第３条の規定により委

員７人で構成する地方税法上の守秘義務調査特別委員会を設置し、これに付託して行う。 

３ 調査権限 

本議会は、１に掲げる事項の調査を行うため、地方自治法第１００条第１項及び第１０項

並びに同法第９８条第１項の権限を地方税法上の守秘義務調査特別委員会に委任する。 

４ 調査期限 

  地方税法上の守秘義務調査特別委員会は、１に掲げる調査が終了するまで閉会中もなお調

査を行うことができる。 

５ 調査経費 

  本調査に要する経費は、令和４年度においては、５０万円以内とする。 

６ 理由 

  泉市長が行った市税情報のツイッターへの開示は、市税の賦課徴収事務に必要な限度を超

え、地方税法上の守秘義務違反に抵触するおそれがあることから、調査究明し、適正な市税

賦課徴収事務を確保するため、本調査を行う。 

 

以上、決議する。 

令和４年４月７日 

兵庫県明石市議会 


